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I. 財政計画書作成支援ツールとは 
 
1. 目的 
本ツールは、平成 27 年の下水道法改正により位置づけられた戦略的な維持管理・更新等の

ための新たな事業計画制度における財政計画書の作成を支援することを目的として作成さ

れたものです1。本ツールでは、項目を選択又は数値を入力していくことで財政計画書に記

載することが必要とされる各種の将来予測値が自動で計算されます。 
 
2. ツールの使用にあたっての留意事項 
本ツールは、簡易な推計手法により、体制が脆弱な中小自治体においても最小限の作業で容

易に将来予測値の推計が行えるように作成されたものです。 
本ツールにより計算される将来予測値は、あくまで過去のデータに基づいて一定の仮定をお

いて簡略的に試算されるものですので、一つの参考としていただき、試算結果の精度や妥当

性については各市町村の下水道事業担当部局において適宜ご判断の上、実際の財政計画書へ

の反映にご活用ください。 
本ツールによる収支見通し作成は平成 42 年度まで可能としていますが、事業計画期間（5
～7 年間）に限定することも可能です。 
 
3. ツールの仕様 
本ツールは、マイクロソフト社が提供する Microsoft Excel で動作するものです。開発は

Microsoft Excel 2010 で行っておりますので、2010 より前のバージョンでは動作しない可

能性があります。 
 
4. ツールで使用されているデータ 
過年度実績値は、平成 17 年度から開始年度前までの『下水道統計』（公益社団法人日本下

水道協会が実施した「下水道施設等実態調査」等の結果をとりまとめた統計資料）に掲載さ

れているデータになります。 
将来予測値は、これらの過年度実績値に基づいて自動で計算されます。 
 
  

                                                   
1 本ツールは、いわゆる狭義の公共下水道事業（公共）および特定環境保全公共下水道事業（特環）にお

ける財政計画書の作成を想定して作成されています。流域下水道事業や特定公共下水道事業における利

用は想定されておりませんのでご留意ください。 
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5. ツールを使った財政計画書（下水道事業収支見通し）作成の流れ 
次の概略図のような流れで各シートを作成していきます。データ入力作業等をするのは、以

下の 6 つのシートのみです。（別シートで下水道使用料のシミュレーションも可能。また各

グラフのシートは自動作成。） 
 

 

 
各シートの色づけされたセルを選択又は値入力していくことで、下水道事業の将来予測が出

力される仕様となっています。 
セルの色 初期設定の有無、入力・変更のルール 
紺色 プルダウンメニューから該当する項目を選択 
薄い青 初期設定値なし。値を直接手入力。 
オリーブ 初期設定値あり。正確な予測値等がある場合、変更（手入力）が望ましい。 
薄オレンジ 初期設定（自動計算）あり。独自に計画値がある場合、式の上から数値を

直接手入力し変更可能。 
 
推計は、次の７つの手順で行います。収支見通しを作成するためには、各手順でデータを入

力することが必要です。 
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(１)「維持管理費」シートの作成（詳細は「Ⅱ．ツールの操作方法」参照） 
維持管理費の将来予測を行います。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
（※）開始年度以降の収支見通し作成期間内の以下の基礎データをご用意ください。 
データ名 内容 
管路延長 『下水道統計』2-1 表．管路施設（現有施設）に掲載されている「管路施

設・種類別総延長（計）」に相当するもの 
TV カメラ調査延長 『下水道統計』2-2 表．管路施設（各種作業）に掲載されている「管路施

設・調査延長・ＴＶカメラ」に相当するもの 
ポンプ場の汚水ポンプ

揚水量（晴天時最大） 
『下水道統計』3-1 表．ポンプ場施設に掲載されている「ポンプ場施設・

現有排水能力・汚水ポンプ揚水量・晴天時最大」に相当するもの 
処理場の現有施設能力 『下水道統計』6-4 表．処理場施設（現有施設）に掲載されている「水処

理施設・晴天時 1 日最大処理量・現在（現有施設能力）」に相当するもの 
これらの基礎データを入力すると自動で管路・ポンプ場・処理場の維持管理費の将来予測値

が自動で計算されます。 
また、「その他維持管理費」については、これまでの管路・ポンプ場・処理場の維持管理費

と「その他維持管理費」の割合から自動計算された将来予測値が自動で計算され、これらの

合計である「維持管理費合計」が自動で計算されます。 
 
 

1-2.将来予測値（開始年度以降） 
■初期設定：開始年度直前の値が自動反映 
■入力・変更：手持ちの基礎データがあれ

ば、変更可能（直接手入力）（※） 

1-3.将来予測値（開始年度以降） 
■初期設定：各モデルにより自動計算 
■入力・変更：手持ちの推計データを使用

する場合は、変更可能（直接手入力） 

1-1.実績値（平成 17 年度～開始年度前） 
■初期設定：『下水道統計』データが自動反映 
■入力・変更：不備があれば変更可能（直接手入力） 

合計値の

ため、 

自動計算 
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(２）「下水道使用料」シートの作成（詳細は「Ⅱ．ツールの操作方法」参照） 
下水道使用料の将来予測を行います。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(※1) 行政人口、処理区域内人口については、国立社会保障・人口問題研究所が公表してい

る日本の地域別将来人口推計（平成 25 年 3 月推計）に基づいた予測値。（処理区域内人口

は、行政人口と同じ変化率で推移するものと仮定した計算結果が入力されている。） 
(※2) これらの数値については、財政計画書に「下水道使用料関連事項」として記載する、

接続率向上のために講じる対策や下水道使用料の見直し検討等の内容と整合のとれたもの

である必要がある。 

2-1.実績値（平成 17 年度～開始年度前） 
■初期設定：『下水道統計』データが自動反映 
■入力・変更：不備があれば変更可能（直接手入力） 

2-4.将来予測値（開始年度以降） 

■初期設定：各モデルにより自動計算 

■入力・変更：手持ちの推計データを使用

する場合は、変更可能（直接手入力） 

自動計算 

2-2.将来予測値（開始年度以降） 

■初期設定：（※1） 

行政人口･･･将来人口推計データが自動反映 

処理区域内人口･･･行政人口に基づき自動計算 

■入力・変更：独自の人口予測を使用する場合は、変

更可能（直接手入力） 

2-3.将来予測値（開始年度以降） 

■初期設定：接続率、使用料単価･･･開始年度直前の値が自動反映 

水洗化人口･･･処理区域内人口、接続率を元に自動計算 

■入力・変更：想定している接続率、使用料単価を使用する場合は、変更可能（直接手入力）（※2） 
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(３)「起債元利償還費」シートの作成（詳細は「Ⅱ．ツールの操作方法」参照） 
 起債元利償還費の将来予測を行います。 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
 
 
 
 次に、今後の 
 
 
 
 
 
 
 
(※1）平成 17 年度～開始年度前までの以下のデータをご用意ください。 
債務残高、既発債元金償還費、既発債利子、企業債取扱諸費、新規起債合計額の実績値 
（新規起債合計額は、実績値がなければ空欄で問題なし） 
(※2）開始年度以降の収支見通し作成期間内の以下のデータをご用意ください。 
新規起債額、企業債取扱諸費の予定値 
(※3）3 種の起債条件の異なる債券を設定することもできます。 

3-1.実績値（平成 17 年度～開始年度前） 
■初期設定：なし 
■入力：実績値を直接手入力（※1） 

合計値の

ため、 
自動計算 

3-2.将来予測値（開始年度以降） 
・既発債元金償還費、既発債利子 
■初期設定：最新実績の債務残高から 20 年間の

直線減少で自動計算 
■入力・変更：独自の償還計画を使用する場合は、

変更可能（直接手入力） 

3-3.将来予測値（開始年度以降） 
・新規起債額、企業債取扱諸費 
■初期設定：なし 
■入力：手持ちのデータを直接手入力(※2) 

（※3） 

3-4.将来予測値（開始年度以降）･･･新規債元金償還費、新規債利子 
■初期設定：起債条件（償還年、据え置き期間（年）、利率）により自動計算 
■入力・変更：起債条件は変更可能（直接手入力）･･･自動計算（※3） 
もしくは、新起債分の償還額と利子額に関して別途予定表がある場合は、変更可能（直接手入力） 
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(４)「経費の部」シートの作成（詳細は「Ⅱ．ツールの操作方法」参照） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(※）開始年度以降の収支見通し作成期間内における以下のデータをご用意ください。 
・建設改良費（管渠、ポンプ場、処理場、うち用地費） 
・その他 
（過年度（平成 17 年度～開始年度前）については、省略することもできます。） 
 
  

4-1. お手持ちのデータを直接手入力（※） 

4-2.「起債元利償還費」

の欄については、(３)で
の計算結果が、自動的に

反映されます。 
 

4-4. 「合計」の欄につ

いて、左記の合計が自動

で計算される。 

4-2.「起債元利償還費」

の欄については、(３)で
の計算結果が、自動で反

映される。 
 

4-3.「維持管理費」の欄

については、(１)での計

算結果が、自動で反映さ

れる。 
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(５)「財源の部」シートの作成（詳細は「Ⅱ．ツールの操作方法」参照） 
 
 

 

 
  
 
 
 
 
 
 
(※）開始年度以降の収支見通し作成期間内における以下のデータをご用意ください。 
・建設改良費（国費、他会計繰入金、受益者負担金、その他） 
・維持管理費及び起債元利償還費（他会計繰入金、その他） 
（過年度（平成 17 年度～開始年度前）については、省略することもできます。） 
  

5-1. お手持ちのデータを直接手入力（※） 

5-4. 「合計」の欄につ

いて、左記の合計が、自

動で計算される。 

5-2.「「起債」の欄につ

いては、(３)で入力した

データが、自動で反映さ

れる。 

5-3.「下水道使用料」の

欄については、(２)で作

成された下水道使用料

の将来予測値が、自動で

反映される。 
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(６)「財政収支」シートの確認（詳細は「Ⅱ．ツールの操作方法」参照） 
 これまでの作業が「財政収支」シートに自動で反映されていますので、経費と財源、収支

などの将来見通しを確認します。 

 
 
 
 
(７)「汚水処理原価」シートの作成（詳細は「Ⅱ．ツールの操作方法」参照） 
汚水処理原価の将来予測を行います。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

6-1.「4.経費の部」シートか

ら自動で反映される。 
6-2.「5.財源の部」シートか

ら自動で反映される。 

1-3.将来予測値（開始年度以降） 
■初期設定：開始年度直前の値が自動反映 
■入力・変更：手持ちの基礎データがあれば、

変更可能（直接手入力）（※） 
 

1-1.実績値（平成 17 年度～開始年度前） 
■初期設定：『下水道統計』データが自動反映 
■入力・変更：不備があれば変更可能（直接手入力） 

1-2.将来予測値（開始年度以降） 
■初期設定：各モデルにより自動計算 
■入力・変更：手持ちの推計データを使

用する場合は、変更可能（直接手入力） 
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（※）開始年度以降の収支見通し作成期間内の以下の基礎データをご用意ください。 
データ名 内容 
下水道管理費・維持管

理費（内訳）・汚水処理

費 

『下水道統計』26-2 表．下水道管理費に掲載されている。維持管理費のう

ち汚水処理にかかっている費用を意味する。 

下水道管理費・流域維

持管理負担金(内訳)・汚

水処理費 

『下水道統計』26-2 表．下水道管理費に掲載されている。維持管理費のう

ち汚水処理にかかっている流域維持管理負担金を意味する。 

下水道管理費・起債元

利償還費(内訳 2)・汚水

処理費 

『下水道統計』26-2 表．下水道管理費に掲載されている。汚水処理のため

の資本の起債元利償還費を意味する。 

下水道管理費・流域建

設分担金・起債元利償

還費(内訳 2)・汚水処理

費 

『下水道統計』26-2 表．下水道管理費に掲載されている。汚水処理のため

の資本の流域建設分担金・起債元利償還費を意味する。 

これらの基礎データを入力すると自動で各汚水処理原価の将来予測値が自動で計算されま

す。 
 
(８)「下水道使用料のシミュレーション」シートの検討（詳細は「Ⅱ．ツールの操作方法」

参照） 
「財政収支」シートおよび「汚水処理原価」シートのデータが自動で反映されていますので、

使用料単価の検討及び将来収支見通しのシミュレーションができます。 

 
  

7-1.使用料単価の変更（直接手入力又

はスライドバーで調整）が可能。 
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II. ツールの操作方法 

0. 使用の前に 

本ツールはマクロ機能が含まれます。ファイルを開くと以下のような警告が表示された場合

には、「コンテンツの有効化ボタン」を押してマクロを有効にしてください。 
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1.「維持管理費」シートの作成 
 
Step 1: 都道府県の選択 
プルダウンメニューから都道府県を選択してください。 
 

 
 
都道府県を変更した際に次のような警告が出ますが、OK ボタンを押して Step2 に進んでく

ださい。 

 
 
Step 2: 市町村名の選択 
次にプルダウンメニューから市町村団体名を選択してください。 
 

 
 
Step 3: 事業区分の変更 
必要に応じて事業区分2を変更してください。 
 

 
 
                                                   
2 事業区分として「－」が選択可能となっておりますが、事業区分「－」は通常使用しません（Q&A 参照）。 



14 
 

Step 4: 自動反映データの確認 
開始年度前までの実績値3が自動で反映されます。データを確認し、不備がある場合には手

入力で修正してください。 
 

 
 
Step 5: 基礎データの入力 
各維持管理費（管路、処理場、ポンプ場）の将来推計を行うため、開始年度以降の想定され

る各種データ（「管路総延長」、「管路施設・調査延長・TV カメラ」、「水処理施設・晴天時

１日最大処理水量（現有施設能力）」、「ポンプ場施設・現有排水能力・汚水ポンプ揚水量・

晴天時最大」）を入力します。デフォルトでは、開始年度直前のデータ4が反映されているの

で、新設等を行わない場合にはそのままで構いません。 
 

 
 
                                                   
3 この実績値は『下水道統計』に記載されているデータを活用しています。ただし、下水道統計にデータ

の記載がない等の事情により実績値が反映されない場合もあります。なお、過年度の実績値は、平成 26
年 4 月以前の市町村合併が考慮された集計値となっています。 

4 開始年度直前のデータが無い場合にはそれより前の年で存在しているデータが入ります。 
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Step 6: 推計結果の確認 
基礎データが入力されると、管路、処理場、ポンプ場、その他の維持管理費、流域維持管理

負担金の推計値が自動で計算されます。 

 

 
Step 7: 推計モデルの検討 
推計モデルは以下の４つが用意されています。もし推計エラーや推計値に大きな乖離があれ

ば、推計モデルを変更してください5。それぞれの推計モデルの概要は以下のとおりです6。

管路、処理場、ポンプ場、その他についてそれぞれ異なるモデルを選択することが可能です。

なお、独自の推計がある場合には用意されているモデルを使わずに値を手入力することも可

能です。 

 
 

                                                   
5 デフォルトではモデル①が選択されていますが、できるだけ他のモデルも選択し、その結果を比較した

上で最終的に使用するモデルをご判断いただくのが望ましいと考えられます。 
6 流域維持管理負担金についてはモデル①及びモデル③は利用できません。これは、自治体によって流域

維持管理負担金の有無や支払額が大きく異なるためです。本ツールでは、モデル②、④が選択できるよう

になっておりますが、流域下水道管理者とも調整を図りながら、将来予測される負担額についてご判断い

ただくのが望ましいと考えられます。 
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モデル①：『下水道統計』に掲載された全国の下水道事業データから市町村個別の傾向を加

味して各維持管理費を求める推計式7,8,9 
 各維持管理費の推計式は以下の通りです。 

 政令市（公共下水道）：管路維持管理費＝c＋ 1×管路総延長＋ 2×(管路総延長)2＋ 3×管路

施設・調査延長・ カメラ 

それ以外（その他の市町村＋政令市・特環）： (維持管理費)= + 1× (管路総延長)+ 2×
管路施設・調査延長・ カメラ 

 処理場維持管理費＝ + 1×水処理施設・晴天時 1 日最大処理量・現在(現有施設能力) 

 ポンプ場維持管理費＝ + 1×ポンプ場施設・現有排水能力・汚水ポンプ揚水量・晴天時最大 

 その他維持管理費＝ ×（管路維持管理費＋処理場維持管理費＋ポンプ場維持管理費） 

 

モデル②：表示中の平成 17 年度～開始年度前までの市町村データをもとにした推計10 
以下のような推計モデルを仮定して、各推計モデルの定数項 と係数 の値を表示中

の実績データから求めて利用します。 
 政令市（公共下水道）：管路維持管理費＝ ＋ ×管路総延長 

それ以外（その他の市町村＋政令市・特環）：ln（管路維持管理費）＝ ＋ ×ln（管路総延長） 

 処理場維持管理費＝ ＋ ×処理施設・晴天時１日最大処理水量 

 ポンプ場維持管理費＝ ＋ ×ポンプ場施設・現有排水能力・汚水ポンプ揚水量・晴天時最大 

 その他維持管理費＝ ×（管路維持管理費＋処理場維持管理費＋ポンプ場維持管理費） 

 流域維持管理負担金＝平成 17 年度～開始年度前のデータのうち利用可能な直近の値 

 
モデル③：開始年度直前の施設と費用の比率を用いた推計 

開始年度直前の維持管理費用と施設の能力の比率（バランス）が今後も変わらない

と仮定して推計します。開始年度直前の推計に使用する各比率の例は以下のように

なります。 
 管路維持管理費／管路総延長 

 処理場維持管理費／処理施設・晴天時１日最大処理水量 

 ポンプ場維持管理費／ポンプ場施設・現有排水能力・汚水ポンプ揚水量・晴天時最大 

 その他維持管理費／（管路維持管理費＋処理場維持管理費＋ポンプ場維持管理費） 

この比率に開始年度以降の各種データの数値を乗じて、維持管理費用が計算されま

す。 
 

                                                   
7 その他維持管理費のみ、全国一律の推計モデルを使います。 
8 市町村の個別の傾向を加味しているため定数項(c)の値は市町村ごとに異なります。 
9 市町村によっては、『下水道統計』におけるデータの欠損等のために個別効果が算定されていない場合が

あります。その場合モデル①は使用できません。 
10 モデル②における管渠の維持管理費の推計には管路総延長のみを利用します。 
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モデル④：平成 17 年度～開始年度前までのデータのうち空白と 0 を除く値の平均値 
各維持管理費が今後も過去の実績値と大きく変わらないと想定します。推計に利用

できるデータ（管路総延長、処理施設・晴天時１日最大処理水量、ポンプ場施設・

現有排水能力・汚水ポンプ揚水量・晴天時最大など）が埋められない場合にも利用

することができます。 
 

Step 8: 「維持管理費」シート作成完了 
ここまでの操作で以下のようなシートが作成されます。推計モデルで自動計算された管路、

処理場、ポンプ場、その他の維持管理費の合計が「維持管理費合計」欄に自動で計算されま

す。この数値が「イ 経費の部」シートの維持管理費に反映されます。 

 
 
なお、右上のリセットボタンを押すと表内部を初期状態に戻すことができます。ボタンを押

すと確認ウィンドウが表示されますので、誤って押してしまった場合には「いいえ」を選択

してください。 
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Step 9: 「維持管理費グラフ」シートの確認 
「維持管理費グラフ」シートに各種グラフが作成されていることを確かめ、大きな乖離やデ

ータの異常等がないかを確認してください。 
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2.「下水道使用料」シートの作成 
 
Step 1: 都道府県の選択 
基本的には「維持管理費」シートで選択した都道府県となっているはずですが、そうでない

場合にはプルダウンメニューから都道府県を選択してください。 

 
 
Step 2: 市町村名の選択 
同様にプルダウンメニューから市町村団体名を選択してください。 

 
 
Step 3: 事業区分の変更 
必要に応じて事業区分を変更してください。 

 
 
Step 4: 自動反映データの確認 
開始年度までのデータが自動で反映されます。データを確認し、不備がある場合には手入力

で修正してください。 
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Step 5: 基礎データの入力 
開始年度以降の想定される各種データ（「処理区域内人口」、「接続率」、「使用料単価（円/
㎥）」）を入力してください。 

 
 
「行政人口」は、国立社会保障・人口問題研究所が公表している将来人口推計データを利用

して自動で入力されます11。「処理区域内人口」は直近の行政人口の伸び率12を使って自動計

算しています。 
 
計算式：t 年の処理区域人口の推計値＝（t-1）年から t 年にかけての行政人口の伸び率×（t-1）

年の処理区域内人口 
 
「行政人口」および「処理区域内人口」に関して、独自の将来予測や見通し等がある場合に

は必要に応じて予測値を直接入力ください。 
「接続率」、「使用料単価（円/㎥）」については、直近のデータがデフォルトで入っています

が、適宜修正が求められる箇所になります。 
各自治体において想定している接続率、使用料単価をそれぞれ入力するようにしてください。

ただし、これらの数値については、財政計画書に「下水道使用料関連事項」として記載する、

接続率向上のために講じる対策や下水道使用料の見直し検討等の内容と整合のとれたもの

である必要があります。 

                                                   
11 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成 25(2013)年 3 月推計）」のデータを

使用しています。なお、この人口推計では 5 年ごとの推計値しか公表されていないため、データがない年

については線形補完を行ったデータを使用しています。 
12 直近の 2年連続の行政人口のデータが無い場合には対象時点から過去 9年間のうちで計算可能な伸び率

を採用します。（t-1）年から t 年にかけての行政人口が値の欠損などで計算できない場合、（t-2）年から（t-1）
年にかけての行政人口の伸び率を代わりに利用します。 
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Step 6: 推計結果の確認 
以上のデータが入力されると有収水量及び下水道使用料の推計値が自動で計算されます。 

 
 
Step 7: 推計モデルの検討 
推計モデルは以下の４つが用意されています。もし推計エラーや推計値に大きな乖離があれ

ば、推計モデルを変更してください13。それぞれの推計モデルの概要は以下のとおりです。

なお、独自の推計がある場合には用意されているモデルを使わずに値を手入力することも可

能です。 
 

 
 
モデル①：『下水道統計』に掲載された全国の下水道事業データから市町村個別の傾向を加

                                                   
13 デフォルトではモデル①が選択されていますが、できるだけ他のモデルも選択し、その結果を比較した

上で最終的に使用するモデルをご判断いただくのが望ましいと考えられます。 
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味して有収水量を計算した推計式14 
推計式の詳細は以下の通りです。 

 政令市（公共下水道）： (有収水量)= + 1× (水洗化人口)+ 2×タイムトレンド 

それ以外（その他の市町村＋政令市・特環）： (有収水量)= + 1× (水洗化人口) 
タイムトレンドとは、時間経過に伴う変化を加味するもので、平成 17 年度（2005 年度）=1、平

成 18 年度（2006 年度）=2…のように時間とともに 1 ずつ増加していく変数です。節水トレンド

のような時勢の変化を捉えます。 

 
モデル②：表示中の平成 17 年度～開始年度前までの市町村データをもとにした推計 

有収水量が単純に水洗化人口に応じてのみ増減すると仮定して、表示中の 9 年分の

実績データから推計します。 
 (有収水量)＝ + 1× (水洗化人口) 

 
モデル③：開始年度直前の水洗化人口と有収水量の比率を用いた推計 

開始年度直前における水洗化人口一人当たりの有収水量が今後も変わらないと仮

定して、開始年度以降の有収水量を算出します。 
 水洗化人口一人当たりの有収水量＝開始年度直前の有収水量／開始年度直前の水洗化人口 

 t 年度の有収水量＝水洗化人口一人当たりの有収水量×平成 t 年度の水洗化人口 

 
モデル④：平成 17 年度～開始年度前までのデータのうち空白と 0 を除く値の平均値 

過去の実績値と大きく変わらないと想定します。推計に利用できるデータ（水洗化

人口）が埋められない場合にも利用することができます。 
  

                                                   
14 市町村の個別の傾向を加味しているため定数項(c)の値は市町村ごとに異なります。 
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Step 8: 「下水道使用料」シート作成完了 
ここまでの操作で以下のようなシートが作成されます。ここで計算された「下水道使用料（千

円）」が「ロ 財源の部」シートの下水道使用料に反映されます。 

 
なお、本シートも右上のリセットボタンを押すと表内部を初期状態に戻すことができます。 
 
Step 9: 「下水道使用料グラフ」シートの確認 
「下水道使用料グラフ」シートに各種グラフが作成されているのを確かめ、大きな乖離やデ

ータの異常がないかを確認してください。 
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3.「起債元利償還費」シートの作成 
 
Step 1: 過去の実績値の入力 
「債務残高」、「既発元金償還費」、「既発債利子」および「企業債取扱諸費15」の過去の実績

値を入力してください。可能であれば「新規債合計額」の過去の実績値も入力ください。 
 

 
 
Step 2: 今後の新規起債予定額の入力 
開始年度以降の「新規起債額」と「企業債取扱諸費」を入力してください。 
 

 
 
新規起債は 3 種に対応しています。必要に応じて新規起債の設定を変更してください。起

債条件として、「償還年」、「据え置き期間（年）」、「利率」を設定することで毎年度の償還額

が計算されます。3 種の起債条件の異なる債券を設定することができます。（例：地方公共

団体金融機構、市中銀行、市場公募債、資本費平準化債等） 

 

                                                   
15 企業債取扱諸費とは、市場公募債等を発行した場合に、受託銀行又は各応募者に支払う受託手数料、引

受手数料、当初登録手数料等を指します。 
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Step 3: 推計結果の確認 
以上のデータが入力されると各償還費とその合計が自動計算されます。 
開始年度以降の「既発債元金償還費※1」と「既発債利子※1」については最新実績の債務

残高から 20 年間の直線減少で推計した額が計算されています。既発債の償還計画がわかる

場合にはその金額を手入力してください。（※1：開始年度以降の金額は、「地方公営企業決

算状況調査表 45 企業債（地方債）年度別償還状況調」（総務省）を参照してください。） 
 

 
 
開始年度以降の「新規元利償還費」は新規起債の設定に基づいて自動計算されます。なお、

新規起債分の償還額と利子額に関して別途予定表等がある場合は、その数値を直接入力する

ことができます。 
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Step 4: 「起債元利償還費」シート作成完了 
「新規起債額」が「ロ 財源の部」シートの「起債」、「償還費合計」が「イ 経費の部」シ

ートの「起債元利償還費」に反映されます。 

 

なお、本シートには右下にリセットボタンがありますので、押すと表内部を初期状態に戻す

ことができます。 
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4.「イ 経費の部」シートの作成 
 
Step 1: 建設改良費の入力 
「管渠」、「ポンプ場」、「処理場」、「うち用地費」のデータを入力してください。16 
過年度（平成 17 年度～開始年度前）のデータ入力については、省略可能です。 
過年度からの推移を確認したい場合は、過年度のデータも入力してください。 
 

 
 
Step 2: その他の入力 
必要に応じて「その他」に値を入力してください。 
  

                                                   
16 流域関連公共下水道の場合は「建設改良費」の欄に建設費負担金、「維持管理費」の欄に管理運営費負

担金を含みます。 
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5.「ロ 財源の部」シートの作成 
 
Step 1: 建設改良費の入力 
建設改良費のうち「国費」、「他会計繰入金」、「受益者負担金」、「その他」のデータを入力し

てください。 
建設改良費の「その他」の欄には、工事費負担金、都道府県補助金等の合計額を記載します。 
 
Step 2: 維持管理費及び起債元利償還費の入力 
維持管理費及び起債元利償還費に充てる財源のうち「他会計繰入金」と「その他」のデータ

を入力してください。 
維持管理費及び起債元利償還費の「その他」の欄には、都道府県補助金、積立金取り崩し額

等の合計額を入力します。 
過年度（平成 17 年度～開始年度前）のデータ入力については、省略可能です。 
過年度からの推移を確認したい場合は、過年度のデータも入力してください。 
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6.財政収支 
これまでの作業が「財政収支」シートに自動的に反映されていますので、経費と財源、収

支などの将来見通しを確認します。「財政収支グラフ」シートには財政状況を視覚的に捉え

られるよう収支の内訳と経費・財源の構成比がグラフ化されています。収支の均衡が図られ

ていない場合には、経費・財源の各項目の見直し（例：使用料の見直しによる使用料収入の

確保）を行い、事業計画の実効性を財政面から担保できる内容とすることが重要です。 
各シートの各項目の数値を修正した場合、「財政収支」シートおよび「財政収支グラフ」

シートに自動的に反映されます。 
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7.汚水処理原価 
 
Step 1: 都道府県の選択 
「維持管理費」シートで選択した都道府県となっていることを確認してください。もし異な

っている場合にはプルダウンメニューから都道府県を選択してください。 

 
 
Step 2: 市町村名の選択 
同様にプルダウンメニューから市町村団体名を選択してください。 

 
 
Step 3: 事業区分の変更 
必要に応じて事業区分を変更してください。 

 
 
Step 4: 自動反映データの確認 
開始年度前までのデータが自動で反映されます。データを確認し、不備がある場合には手入

力で修正してください。 
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Step 5: 基礎データの入力 
開始年度以降の想定される各種データ（「下水道管理費・流域維持管理負担金(内訳)・汚水

処理費（千円」、「下水道管理費・起債元利償還費(内訳 2)・汚水処理費（千円）」、「下水道管

理費・流域建設分担金・起債元利償還費(内訳 2)・汚水処理費（千円）」）を入力してくださ

い。デフォルトでは、開始年度直前のデータが反映されています。 

 
 
Step 6: 推計モデルの検討 
開始年度前の「汚水処理費率（％）」は、『下水道統計』26-2 表．下水道管理費内の「下水

道管理費・維持管理費（内訳）・雨水処理費（千円）」、「下水道管理費・維持管理費（内訳）・

その他（千円）」および「維持管理費合計（千円）」から以下の定義式で計算されています。 
 
計算式：t 年の汚水処理費率＝｛t 年の維持管理費合計－t 年の下水道管理費・維持管理費（内

訳）・雨水処理費－t 年の下水道管理費・維持管理費

（内訳）・その他｝÷t 年の維持管理費合計 
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開始年度以降は推計式で自動計算されています。推計方法には以下の２つが用意されていま

す。 

 
 
モデル①：平成 17 年度～開始年度前のデータのうち空白と 0 を除く値の平均値 

 
モデル②：表示中の開始年度前のデータのうち直近の値 

平成 17 年度～開始年度前のデータのうち利用可能な直近の値とします。 
 
もし推計エラーや推計値に大きな乖離があれば、推計モデルを変更してください17。それぞ

れの推計モデルの概要は以下のとおりです。なお、独自の推計がある場合には用意されてい

るモデルを使わずに値を手入力することも可能です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
17 デフォルトではモデル①が選択されていますが、できるだけ他のモデルも選択し、その結果を比較した

上で最終的に使用するモデルをご判断いただくのが望ましいと考えられます。 
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Step 7: 推計結果の確認 
以上のデータが入力されると各汚水処理原価の推計値が自動で計算されます。 
年間有収水量には「下水道使用料」シートで計算された値が入ります。 
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Step 8: 「汚水処理原価」シート作成完了 
ここまでの操作で以下のようなシートが作成されます。ここで計算された「汚水処理原価」

が「下水道使用料シミュレーション」シートに反映され、経費回収率の計算に利用されます。 

 
なお、本シートも右上のリセットボタンを押すと表内部を初期状態に戻すことができます。 
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8.下水道使用料シミュレーション 
本ツールではさらに使用料単価の見直しをシミュレーションすることが可能となってお

ります。将来の使用料単価の検討にご活用ください。 
開始年度以降の使用料単価は、デフォルトでは検討前と同じ数字が入っています。右横の

スライドバーでは数値を 0～500 の範囲で変化させることが可能となっていますが、数値を

直接手入力することもできます。 
 

 

 
使用料単価の検討後、「検討結果反映」ボタンを押すことで、数値を「下水道使用料」シ

ートに反映させることができます。これにより「ロ 財源の部」シート、「財政収支」シー

トの値も再計算されます。 
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作業手順は以上になりますが、維持管理費や下水道使用料収入等については、推計方法や

予測の元となる基礎データを変更することで、いろいろなパターンの将来予測を行うことが

可能です。様々なパターンを試行し、その結果を比較しながら実際の財政計画の作成に活用

することが望ましいと考えられます。本ツールが下水道事業における戦略的な維持管理・更

新や計画的な下水道事業の運営（持続可能性の向上）の一助となれば幸いです。 
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Q & A 
Q1. 自動入力される過去の実績値が手元のデータと異なる場合には？ 
自動入力されるデータは『下水道統計』に掲載されているデータをもとに作成されており

ますが、手元のデータと異なる場合にはデータを手入力で修正してください。 
なお、モデル①は『下水道統計』に基づいて作成したデータを利用して算出したものです

ので、推計結果にずれが生じる恐れがあります。このような場合には、モデル①以外の推計

モデルをご使用ください。 
   
Q2. 推計結果が表示されない場合には？ 
モデル①は過去のデータに何らかの不備があった場合、推計ができずに結果が表示されな

いことがありますので、他のモデルをお試しください。 
なお、他のモデルにおいても、同様のことが起こり得ます。例えば、モデル②では開始年

度以前の実績値を利用するので、空欄がひとつでもあると推計結果が表示されません。モデ

ル③では開始年度直前の実績値をもとに計算が行われますので、開始年度直前の実績値が空

欄のままになっていますと推計結果が表示されません。このような場合には、推計に必要な

実績値を手入力で補う等の対応が必要になります。 
 

Q3. 実態の数値と推計結果が乖離した場合の調整方法は？ 
 本ツールでは、将来推計を行うために４つのモデルが選択できるようになっておりますが、

どのモデルを選択しても過去の実績とは乖離することも考えられます。その場合には、最も

乖離の小さな推計モデルの値を参考に独自に将来推計を行ったうえで、その結果を入力して

いただくことが望ましいと考えられます。 
 
Q4. 公共、特環を合わせて一つの財政計画書を作成するには？ 
事業区分に「－」を選択することで、公共と特環を合算した数値が自動入力されます。な

お、その場合、維持管理更新費等の将来推計におけるモデル①では事業区分が公共の場合と

同じ推計式を利用することになります。このため、モデル①による結果については、他のモ

デルを選択した場合の結果と比較し、その上でどのモデルを選択するかをご検討ください。 
 
Q5. 「その他維持管理費」の推計結果が実績と大きく異なる場合には？ 
「その他維持管理費」の将来推計においてモデル①を選択した場合、その推計は、全市町

村における管路、処理場、ポンプ場の維持管理費と「その他維持管理費」のデータをもとに

計算した比率に基づいて計算が行われます。流域接続の公共下水道事業等においては、「そ

の他維持管理費」に流域維持管理負担金が含まれるため、モデル①による推計結果が実績値

と大きく乖離することがあります。このような場合は、別のモデルを選択するか、手入力も
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可能です。 
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【参考資料】 

 

 
出典）『新・事業計画のエッセンス』国土交通省水管理・国土保全局下水道部 


